
 

健康福祉統計 

 

１ 人口動態  

（１）出 生 

 出生数は、第二次ベビーブーム（昭和 48 年：82,960 人）をピ－クに減少した後、平成３年（54,187

人）から増減を繰り返しながら減少傾向にあり、令和 4 年は 36,966 人（101.3 人／日）（全国 770,759

人）で、前年の38,426人（全国811,622 人）より1,460 人減少（全国40,863 人減少）した。 

出生率は、人口千人に対して（以下「人口千対」という。）6.1（全国6.3）で、前年の6.3（全国6.6）

から 0.2 ポイント減少しました。また、全国の6.3 を 0.2 ポイント下回った。 

出生数を母の年齢（5歳階級）別に見ると、50歳以上の階級以外は減少している。 

構成割合は、30～34歳階級(37.3％)が最も多く、次いで25～29歳階級(25.3％)、35～39歳階級(24.7％) 

の順となっている。 

合計特殊出生率は、昭和 51 年に 2.0 を下回り、平成 15 年に 1.20 となったのちに平成 16 年か

ら上昇し、平成 22 年以降はほぼ横ばいで推移している。 

令和 4 年は 1.18（全国 1.26）で、前年 1.21（全国 1.30）より 0.03 ポイント下回った。全国順

位は 42 位となっている。 
   

表１ 出生数・出生率・合計特殊出生率の年次推移   

年次 
出生数 出生率（人口千対） 合計特殊出生率 

全国 千葉県 全国 千葉県 全国 千葉県 

昭和 40年 1,823,697 54,170 18.6 20.0 2.14 2.31 

昭和 45年 1,934,239 72,481 18.8 21.6 2.13 2.28 

昭和 50年 1,901,440 77,416 17.1 18.7 1.91 2.03 

昭和 55年 1,576,889 65,554 13.6 13.9 1.75 1.74 

昭和 60年 1,431,577 60,719 11.9 11.7 1.76 1.75 

平成 2年 1,221,585 53,356 10.0 9.7 1.54 1.47 

7 1,187,064 54,388 9.6 9.5 1.42 1.36 

8 1,206,555 55,415 9.7 9.6 1.43 1.33 

9 1,191,665 54,574 9.5 9.4 1.39 1.28 

10 1,203,147 54,961 9.6 9.4 1.38 1.26 

11 1,177,669 54,005 9.4 9.2 1.34 1.22 

12 1,190,547 55,318 9.5 9.4 1.36 1.30 

13 1,170,662 54,511 9.3 9.2 1.33 1.24 

14 1,153,855 54,607 9.2 9.2 1.32 1.24 

15 1,123,610 52,789 8.9 8.9 1.29 1.20 

16 1,110,721 52,983 8.8 8.9 1.29 1.22 

17 1,062,530 50,588 8.4 8.5 1.26 1.22 

18 1,092,674 51,762 8.7 8.6 1.32 1.23 

19 1,089,818 51,821 8.6 8.6 1.34 1.25 

20 1,091,156 52,306 8.7 8.7 1.37 1.29 

21 1,070,036 51,839 8.5 8.6 1.37 1.31 

22 1,071,305 51,633 8.5 8.4 1.39 1.34 

23 1,050,807 50,379 8.3 8.2 1.39 1.31 

24 1,037,232 48,881 8.2 8.0 1.41 1.31 
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30 918,400 43,404 7.4 7.1 1.42 1.34 

令和元年 865,239 40,799 7.0 6.6 1.36 1.28 

2 840,835 40,168 6.8 6.6 1.33 1.27 

3 811,622 38,426 6.6 6.3 1.30 1.21 

4 770,759 36,966 6.3 6.1 1.26 1.18 

（注）平成22年出生率の算出人口は、平成22年国勢調査基準人口（総務省統計局）であり、平成27

年出生率・合計特殊出生率は、平成27 年国勢調査による「年齢・国籍不詳をあん分した日本人人口」

を使用している。 

（注２）平成16・18・21～29年の都道府県からの報告漏れによる再集計を行ったことにより、下線が

引かれた数値について平成30年に修正した。 

 

表２ 合計特殊出生率の年次推移 

 

 

表３   母の年齢（５歳階級）別にみた出生 
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全国 千葉県

母の年齢 令和2年 令和3年 令和4年
令和3年-令

和2年
令和4年-令和3年

総数 40,168 38,426 36,966 △ 1,742 △ 1,460

　～14歳 4 2 1 △ 2 △ 1

15～19歳 323 262 212 △ 61 △ 50

20～24歳 2,837 2,439 2,145 △ 398 △ 294

25～29歳 10,298 9,887 9,360 △ 411 △ 527

30～34歳 14,820 13,978 13,798 △ 842 △ 180

35～39歳 9,554 9,403 9,114 △ 151 △ 289

40～44歳 2,267 2,359 2,240 92 △ 119

45～49歳 64 94 90 30 △ 4

50歳以上 1 2 6 1 4

不詳 0 0 0 0 0

出生数 対前年増減



 

（２）死 亡 

死亡数は、昭和50年代から増加傾向で推移しており、令和4年は、72,258人（198.0 人／日）（全国

1,569,050 人）で前年の65,244 人（178.8 人／日）（全国1,439,856 人）より、7,014 人増加（全国129,194

人増加）した。 

令和 4年の死亡率（人口千対）は 11.8 で、前年より1.1 ポイント上回った。また、全国の死亡率12.9

（全国前年11.7）を1.1 ポイント下回り、全国第41位となっている。 

死因順位をみると、第1位は悪性新生物（死因構成割合25.2％）、第2位は心疾患（15.8％）、第3位

は老衰（10.5％）（全国(1)悪性新生物（24.6％）(2)心疾患(14.8％）(3)老衰（11.4％）)となっている。 

これら上位３死因が全死亡数に占める割合は、51.5%（全国 50.9％）で、前年 52.7%（全国 52.0％）

を 1.2 ポイント下回った。 

 

 表４ 年次別保健所別死亡率（人口千対） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）平成9年以降は、保健所改編後の保健所単位で集計。 

 

表５ 主要死因別死亡数及び死亡率（人口１０万対）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健所 2年 12年 14年 16年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年
令和

元年
2年 3年 4年

総数 5.2 6.3 6.7 7.0 7.5 7.6 7.8 7.9 8.2 8.4 8.7 8.8 8.8 9.1 9.2 9.6 9.7 10.1 10.1 10.7 11.8

千葉市 4.1 5.4 5.9 6.1 6.4 6.6 6.6 6.9 7.4 7.5 7.9 8.0 8.1 8.4 8.6 9.2 9.3 9.9 9.9 10.1 11.5

船橋市 4.1 5.6 5.6 5.9 6.3 6.6 6.4 6.6 7.0 7.1 7.4 7.7 7.4 7.7 7.9 8.1 8.4 8.6 8.9 9.3 10.4

柏市 4.1 5.3 5.5 5.7 6.3 6.4 6.8 6.5 6.5 7.3 7.5 7.5 7.3 7.7 7.8 8.4 8.3 8.7 9 9.7 10.6

市川 3.8 4.7 4.9 5.2 5.5 5.2 5.6 5.8 6.1 6.3 6.4 6.5 6.6 6.8 6.8 6.9 7.1 7.3 7.4 8 8.5

松戸 4.0 5.1 5.7 5.9 6.4 6.6 6.9 7.0 7.4 7.5 7.8 7.8 8.0 8.2 8.3 8.9 8.9 9.1 9.4 9.9 11.1

野田 5.7 6.8 7.1 7.6 8.2 8.1 7.8 7.7 9.0 8.4 9.0 9.0 9.4 10.4 10.0 10.4 10 10.8 11.1 11.9 13

印旛 5.1 5.7 6.0 6.4 7.0 6.9 7.2 7.2 7.7 7.9 8.3 8.3 8.4 9.0 8.7 8.9 9.1 9.6 9.3 9.8 10.9

佐原 8.3 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

銚子 8.5 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

八日市場 9.7 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

東金 8.2 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

長生 7.7 8.4 8.8 8.9 9.5 10.7 10.6 10.8 11.3 11.4 12.0 11.7 11.9 12.5 12.7 13.5 13.4 14.3 14.1 14.7 16.4

夷隅 10.2 11.3 12.8 13.3 12.8 13.3 14.1 13.6 15.0 15.3 15.6 15.4 17.4 17.1 16.7 19.2 17.8 18.2 18 18.2 20.6

市原 5.2 6.1 6.6 6.8 7.7 7.6 8.0 8.3 8.6 8.9 8.9 8.7 8.8 9.6 9.7 10.2 10.2 10.7 11.1 11.4 12.4

君津 6.4 7.6 7.9 8.7 8.7 9.2 9.6 9.4 9.1 9.6 10.2 10.2 10.3 10.8 10.5 11.1 11.3 11.3 11.6 12 13.7

館山 10.1 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

鴨川 9.9 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

船橋 4.0 5.5 5.6 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

松尾 9.1 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

習志野 4.1 5.2 5.4 5.8 6.3 6.2 6.4 6.6 6.9 7.4 7.5 7.6 7.7 8.0 8.0 8.2 8.3 8.9 8.8 9.3 10.7

柏 4.2 5.4 5.7 5.8 6.5 6.5 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

香取 ・ 10.2 10.4 10.3 11.5 12.3 13.2 12.3 13.0 13.6 13.2 13.6 13.4 14.4 14.5 15.0 14.2 16.6 15.7 15.4 17.9

海匝 ・ 10.4 10.5 10.9 12.3 11.8 12.4 12.0 13.0 13.5 14.0 13.8 13.4 14.0 14.4 14.8 15.7 15.2 15.2 16 17.7

山武 ・ 8.5 9.1 9.6 10.3 11.0 10.5 10.6 11.2 11.3 11.9 11.7 11.8 12.6 12.4 13.0 13 13.6 13.2 14.5 15.5

安房 ・ 12.5 12.8 13.0 14.1 14.2 14.8 15.3 16.1 15.5 16.2 15.8 15.9 16.7 16.6 17.1 17.4 17.8 17.1 18.7 20.8

全国 7.1 7.7 7.8 8.2 8.6 8.8 9.1 9.1 9.5 9.9 10.0 10.1 10.1 10.3 10.5 10.8 11 11.2 11.1 11.7 12.9

死亡数 死亡率 死亡数 死亡率 死亡数 死亡率

全死因 72,258 1,184.6 65,244 1,067.1 1,569,050 1,285.8
1悪性新生物 18,239 299.0 17,808 291.3 385,797 316.1
2心疾患（高血

圧性を除く）
11,398 186.9 10,167 166.3 232,964 190.9

3老衰 7,602 124.6 6,394 104.6 179,529 147.1
4脳血管疾患 4,921 80.7 4,667 76.3 107,481 88.1
5肺炎 3,749 61.5 3,636 59.5 74,013 60.7
6誤嚥性肺炎 2,426 39.8 2,062 33.7 56,069 45.9
7不慮の事故 1,669 27.4 1,412 23.1 43,420 35.6
8高血圧性疾患 1,213 19.9 980 16.0 11,665 9.6
9腎不全 1,170 19.2 1,138 18.6 30,739 25.2
10間質性肺炎 1,091 17.9 939 15.4 22,905 18.8
11自殺 1,021 16.7 978 16.0 21,252 17.4
12血管性及び詳

細不明の認知症
983 16.1 856 14.0 24,360 20.0

13糖尿病 938 15.4 757 12.4 15,927 13.1
14大動脈瘤及び

解離
909 14.9 854 14.0 19,987 16.4

15アルツハイ

マー病
788 12.9 694 11.4 24,860 20.4

16肝疾患 785 12.9 796 13.0 18,896 15.5
17慢性閉塞性肺

疾患 747 12.2 711 11.6 16,676 13.7

総　　　数 総　　　数死　　　　因

令和4年（千葉県） 令和3年（千葉県） 令和4年（全国）

総　　　数



 

（３）死 産 

死産数は、753 胎(2.1 胎／日)(全国15,179 胎)で、前年の744 胎（全国16,277 胎）より9胎増加（全

国 1,098 胎減少）し、死産率[出産（出生数＋死産数）千対]は 20.0（全国 19.3）で前年の 19.0（全国

19.7）を1.0 ポイント増加しました。 

 

（４）婚 姻 

 婚姻数は、平成 12 年（39,597 組）以降減少傾向で推移し、令和 4 年は、24,824 組（全国 504,930）

で、前年の24,234 組（全国501,138組）より590 組増加（全国3,792組増加）した。 

また、婚姻率（人口千対）は、令和4年は 4.1（全国4.1）で、前年の4.0（全国4.1）を 0.1ポイン

ト増加しました。なお、平均初婚年齢は夫31.5 歳（全国31.1歳）、妻29.9 歳（全国29.7歳）である。 

 

（５）離 婚 

 離婚数は、平成14年をピークに減少傾向にあり、令和4年は8,605 組（全国179,099組）で、前年の

9,011 組（全国184,384組）より406組減少（全国5,285 組減少）した。 

 また、令和4年の離婚率（人口千対）は、1.41（全国 1.47）で前年の1.47（全国 1.50）から 0.06ポ

イント減少しました。 

 

表６ 人口動態総覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）出生・死亡・自然増減・婚姻・離婚率は人口千対、乳児・新生児死亡率は出生千対、死産率は 

出産(出生＋死産)千対、周産期死亡率は出産(出生＋妊娠満22週以後の死産)千対である。 

（２）数値：厚生労働省「人口動態統計」、千葉県「令和4年人口動態統計（確定数）の概況」 

 

※用語の解説 

乳児死亡・・・生後1年未満の死亡 

新生児死亡・・生後4週（28日）未満の死亡 

死産・・・・・妊娠満12週以後の死児の出産 

周産期死亡・・妊娠満22週以後の死産に早期新生児死亡（生後1週（7日）未

満の死亡）を加えたもの 

 

 

 

差
令和4年(A) 令和3年(B) A-B 令和4年 令和3年

出生 36,966 38,426 △ 1,460 6.1 6.3
死亡 72,258 65,244 7,014 11.8 10.7
乳児死亡 69 79 △ 10 1.9 2.1
新生児死亡 29 29 0 0.8 0.8
自然増減 △ 35,292 △ 26,818 △ 8,474 △ 5.8 △ 4.4
死産 753 744 9 20.0 19.0
周産期死亡 120   128 △ 8 3.2 3.3
婚姻 24,824 24,234 590 4.1 4.0
離婚 8,605 9,011 △ 406 1.41 1.47

率 実　　　数



 

２ 千葉県の保健・医療・福祉をめぐる状況 

（１）健康で元気な県民 ～低い高齢化率、少ない医療費～ 

本県は平均年齢が低く、一人当たり医療費の額も少なく、死亡率も全国トップクラスの低さで

あるなど、県民が比較的健康で元気であるという特徴をもっている。しかしながら、高齢化が  

急速に進行しており、県民の健康づくりをさらに進めていくことが課題である。 

 

項目 千葉県 全国 全国順位 

人口 ※1 

（R2） 
6,284,480 人 126,146,099 人 多い方から 6 位 

平均年齢 

（R2）※1 
47.1 歳 47.7 歳 低い方から 9 位 

平均寿命（男） 

（R2）※2 
81.45 年 81.49 年 長い方から 23 位 

平均寿命（女） 

（R2）※2 
87.50 年 87.60 年 長い方から 30 位 

高齢化率※1 

（R2） 

27.1％ 

最高 御宿町 

51.9％ 

最低 浦安市 

17.5％ 

28.0％ 低い方から 8 位 

高齢者人口の増加 

（R2年 10月を 1とした

時の R22 年の数） 

※3 

1.15 

［推移］ 

1,734 千人 

→ 1,994 千人 

1.09 

［推移］ 

36,027 千人 

→ 39,285 千人 

高い方から５位 

人口一人当たりの 

国民医療費 ※4 

308.5 千円 

（令和元年度） 

351.8 千円 

（令和元年度） 
少ない方から 1 位 

死亡率 

(人口千対)(R4) ※5 
11.8 12.9 低い方から 7 位 

  ※１ 令和 2 年国勢調査による数値。 

  ※２ 厚生労働省『都道府県別生命表の概況』による数値 

※３ 国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（R5(2023)年推計）』の数

値をもとに作成 

  ※４ 厚生労働省『令和元年度国民医療費の概況』による数値 

     （都道府県別国民医療費は、国民医療費を患者の住所地に基づいて推計したもの） 

※５ 厚生労働省『人口動態統計（確定数）』による数値 

 

 



 

（２）進展する少子化 ～全国平均と比べ低い合計特殊出生率～ 

本県の合計特殊出生率は高い方から全国第４４位となっており、少子化が進行している。 

令和４年の乳児死亡率は全国平均を０．１ポイント上回っており、周産期死亡率は全国平均よ

り０．１ポイント低い。引き続き保育所の整備や周産期医療体制の充実など、子どもが健やかに

生まれ育つための環境づくりが課題である。 

 

項目 千葉県 全国 全国順位 

合計特殊出生率※１ 1.18 

（令和 4 年） 

1.26 

（令和 4 年） 

高い方から 42 位 

乳児死亡率 

（出生千対）※１ 

1.9 

（令和 4 年） 

1.8 

（令和 4 年） 

高い方から 16 位 

周産期死亡率 

（出産千対）※１ 

3.2 

（令和 4 年） 

3.3 

（令和 4 年） 

高い方から 23 位 

妊 娠 満 ２ ２ 週 以 後 の 

死 産 率（出産千対）※１ 

2.8 

（令和 4 年） 

2.7 

（令和 4 年） 

高い方から 19 位 

早期新生児死亡率 

（出生千対）※１ 

0.5 

（令和 4 年） 

0.6 

（令和 4 年） 

高い方から 31 位 

保育所等数 保育所等 

1,943 か所 

定員 136,123 人 

公立 374 か所 

定員42,278人 

私立 1,569 か所 

定員 93,845 人 

（R5.4.1） 

保育所等 

39,589 か所、 

定員 3,050,982 人 

（R5.4.1） 

－ 

保育所等利用児童数の 

伸び 

105,299 人 

（H30.4.1） 

→121,750 人 

（R5.4.1） 

15.6％増 

2,614,405 人 

（H30.4.1） 

→2,717,335 人 

（R5.4.1） 

3.9％増 

－ 

保育所等利用待機児童数 140 人 

（R5.4.1） 

全国 2,680 人 

（近県の待機児童数

の状況） 

東京都  286 人 

神奈川県 222 人 

埼玉県  347 人 

（R5.4.1） 

多い方から 8 位 

※保育所等とは、保育所、認定こども園（2・3 号）及び地域型保育事業をいう。 
※１ 厚生労働省『人口動態統計（確定数）』による数値 



 

（３）急速に増える高齢者 ～高度経済成長期に流入の世代、一斉に高齢期～  

本県の高齢化率は、全国でも低い水準にあるが、全国との差は徐々に縮まっており、高度経済

成長期における社会増の世代が今後一斉に高齢期を迎えるため、全国平均を上回るスピードで高

齢化が進むことが予測されている。このような急速な高齢化に対応して、健康づくり、介護予防・

介護サービスの整備を進めていくことが課題である。 

 

項目 千葉県 全国 全国順位 

高齢化率※1 

（R2） 

27.1％ 

最高 御宿町 

51.9％ 

最低 浦安市 

17.5％ 

28.0％ 低い方から 8 位 

高齢者人口の増加 

（R2 年 10 月を 1 とした

時の R22 年の数） 

※3 

1.15 

［推移］ 

1,734 千人 

→ 1,994 千人 

1.09 

［推移］ 

36,027 千人 

→ 39,285 千人 

高い方から５位 

要介護等認定者数(※２) 

※第 2 号被保険者を除く 
308,539 人 

（R5.12.31） 

6,949,045 人 

(R5.12.31） 

多い方から 8 位 

（R5.12.31） 

高齢者人口に占める 要

介護認定者(※２)の比率 
17.7％ 

（R5.12.31） 

19.4％ 

（R5.12.31） 

低い方から 9 位 

（R5.12.31） 

特別養護老人ホーム 30,538 床 

(R4.3.31) 

658,869 床 

(R4.10.1) 

   － 

介護老人保健施設 15,672 床 

(R4.3.31) 

373,979 床 

（R3.10.1） 

      － 

特別養護老人ホーム 入

所希望者数（要介護 3 以

上） 

12,032 人 

(R3.1.1) 

292,487 人 

※３(H31.4.1) 

   － 

※１ 令和 2 年国勢調査による数値。 

※２ 介護保険事業状況報告の暫定数字による 

※３ 国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（R5(2023)年推計）』の   

数値をもとに作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（４）増加する障害者 ～今後は重度化・重複化が進行～ 

 

本県の人口千人当たりの身体障害者数は全国平均に比べ少ない状況にある。しかし、知的障害、

精神障害を含めて障害者数は増加し、加えて重度化・重複化が進んでいる。障害者が地域で   

暮らしていくために、住まい・日中活動の場の整備を推進するとともに、障害のある人に対する

理解を広げる取組を進めることが課題である。 

 

項目 千葉県 全国 

身体障害者の割合（人口

千人当たり） ※ 

28.4 人（令和 4 年度） 38.9 人（令和 4 年度） 

身体障害者数 ※ 177,883 人（令和 4 年度） 4,842,344 人（令和 4 年度） 

身体障 害者数 の推移 

※ 

166,454 人（平成 21 年度） 

→177,883 人（令和 4 年度） 

増加率 6.87％ 

5,107,947 人（平成 21 年度） 

→4,842,344 人（令和 4 年度） 

減少率 5.20% 

知的障害者数 ※ 48,331 人（令和 4 年度） 1,249,939 人（令和 4 年度） 

知的障 害者数 の推移 

※ 

29,732 人（平成 21 年度） 

→48,331 人（令和 4 年度） 

増加率 62.56％ 

816,548 人（平成 21 年度） 

  →1,249,939 人（令和 4年度） 

増加率 53.08％ 

精神障害者数 ※ 117,171 人（令和４年度） － 

精神障 害者数 の推移 

※ 

65,930 人（平成 21 年度） 

→117,171 人（令和４年度） 

増加率 77.7％ 

－ 

障害福祉事業所等の状

況  

 

・児童（障害児）福祉施設 

59 か所、定員 2,232 人 

（R5.4.1） 

・障害者支援施設 

 86 か所、定員 4,581 人 

（R5.3.31） 

・日中活動系サービス事業所 

 1,466 事業所、 

定員 30,451 人(R5.4.1) 

－ 

障害福祉事業所等の待

機者 

 日中活動系サービス及び障害

児通所支援    109 人 

居住系サービス及び障害児入

所支援      777 人 

（H30.4.1） 

－ 

※  身体障害者は身体障害者手帳所持者、知的障害者は名簿登載者(全国については療育手帳 

交付台帳登載者数)、精神障害者は精神病床の入院者と自立支援医療（精神通院医療）受給者

の合計（千葉市分を含む。）の数値である。 

 
（５）限られた医療資源で県民医療ニーズに対応 ～医師の偏在・不足の解消が課題～ 

高齢者人口の急増が見込まれる中、疾病構造は大きく変化し、医療需要の増加も見込まれてい

る。限られた医療資源を効果的・効率的に活用し、県民の医療ニーズに応えられるよう、県内の

医師数の増加を図るとともに偏在を解消し、医療機関の役割分担と連携を推進している。 



 

 

項目 千葉県 全国 

病院     

      ※１ 

290 か所 

［4.6 か所］ 

（R04.10.1） 

8,156 か所 

［6.5 か所］ 

（R04.10.1） 

一般診療所  

      ※１ 

3,939 か所 

［62.9 か所］ 

（R04.10.1） 

105,182 か所 

［84.2 か所］ 

（R04.10.1） 

歯科診療所  

      ※１ 

3,241 か所 

［51.7 か所］ 

（R04.10.1） 

67,755 か所 

［54.2 か所］ 

（R04.10.1） 

病院病床数 

（全病床） ※１ 

       

59,803 床 

［954.4 床］ 

（R04.10.1） 

1,492,957 床 

［1 194.9 床］ 

（R04.10.1） 

病床利用率 

※２ 

74.7％ 

(R04) 

75.3％ 

(R04) 

平均在院日数 

（一般病床*）※２ 
15.8 日 

(R04) 

16.2 日 

(R04) 

薬局    

      ※３ 

2,630 施設 

［42.0 施設］ 

（R05.3.31） 

62,375 施設 

［49.9 施設］ 

（R05.3.31） 

医療施設従事医師    

（従業地） ※４ 

13,097 人 

［209 人］ 

（R4.12.31） 

327,444 人 

［262.1 人］ 

（R4.12.31） 

医療施設従事歯科医師 

（従業地） ※４ 

4,851 人 

［77.4 人］ 

（R4.12.31） 

101,919 人 

［81.6 人］ 

（R4.12.31） 

薬剤師    

（従業地） ※４ 

14,746 人 

［235.3 人］ 

（R4.12.31） 

323,690 人 

［259.1 人］ 

（R4.12.31） 

看護職員    

      ※５ 

      

62,016 人 

［989.7 人］ 

（R4.12.31） 

1,664,378 人 

［1,332.1 人］ 

（R4.12.31） 

※ ［ ］内は人口 10 万人当たりの数 
※１：医療施設調査結果より 
※２：病院報告より *一般病床とは、精神・感染症・結核・療養病床以外を指す。 
※３：衛生行政報告例 年度報より 
※４：医師・歯科医師・薬剤師統計結果より（２年毎の統計である。） 
※５：衛生行政報告例 隔年報より 
 



３ 社会福祉施設等の用語説明 
老人福祉（保健）施設                                 
養護老人ホーム 

６５歳以上の者で、環境上の理由及び経済的な理由により居宅での生活が困難な者を入所させ、養護

するとともに、自立した日常生活を営み、社会的活動に参加するために必要な指導及び訓練その他の

援助を行うことを目的とする施設。入所の要否は、市町村長が決定（措置）する。 
（施設において、収容の余力がある場合に限り、定員の２０パーセントの範囲内で契約入所させるこ

とが認められる。） 
盲養護老人ホーム 

６５歳以上の者であって、環境上の理由及び経済的な理由により居宅での生活が困難であり、かつ目

の不自由な者を入所させ、養護するとともに、自立した日常生活を営み、社会的活動に参加するため

に必要な指導及び訓練その他の援助を行うことを目的とする施設。 
特別養護老人ホーム 

６５歳以上の者であって、身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護を必要とする者  

（いわゆる要介護高齢者のうち、原則要介護３以上の者）であり、在宅において適切な介護を受ける 
ことが困難な者が入所する施設。 
施設サービス計画に基づき、入浴・排せつ・食事等の介護その他の日常生活上の世話、機能訓練、   

健康管理及び療養上の世話を行う。 
軽費老人ホーム 

６０歳以上の者（夫婦等の場合、どちらか一方が６０歳以上）で、かつ、身体機能の低下や高齢等の   

ため、独立して生活するには不安が認められる者で、家族による援助を受けることが困難な者が低額

な料金で入所できる施設。 
入所者の生活相談、食事サービスの提供等及び緊急時の対応を行う。入所者が個別の介護等を必要と

する状態になった場合は、外部の在宅福祉サービスを利用する。 
生活支援ハウス 

６０歳以上の一人暮らしの方、夫婦のみの世帯に属する方及び家族による援助を受けることが困難な

方で、高齢等のため独立して生活するのに不安のある方に対して、介護、交流の場などを総合的に  

提供することにより、高齢者が安心して健康で明るい生活を送れるよう支援する。 
老人デイサービスセンター 

介護保険法の規定による通所介護に係る居宅介護サービス費等の支給に係る者などを通わせ、入浴、

排泄、食事等の介護、機能訓練、介護方法の指導等の便宜を供与することを目的とする施設。 
老人短期入所施設 

介護保険法の規定による短期入所生活介護に係る居宅介護サービス費の支給に係る者などを短期間 

入所させ、養護することを目的とする施設。 
有料老人ホーム 

老人を入居させ、入浴、排せつ若しくは食事の介護、食事の提供、洗濯、掃除等の家事の供与又は健

康管理の供与をする事業を行う施設であって、老人福祉施設、認知症対応型老人共同生活援助事業を

行う住居でないもの。 
なお、有料老人ホームは、指導指針によって、①介護付有料老人ホーム（一般型特定施設入居者生活

介護）、②介護付有料老人ホーム（外部サービス利用型特定施設入居者生活介護）、③住宅型有料老人

ホーム及び④健康型有料老人ホームの４つの類型に分類されている。 
介護老人保健施設 

病状安定期にあり、入院治療する必要はないが、リハビリ、看護・介護を必要とする要介護認定者が

入所対象となる。看護、医学的管理下での介護、機能訓練その他必要な医療、日常生活上の世話等の

介護サービスの提供を行う施設。 
老人（在宅）介護支援センター 

地域の高齢者の福祉に関する各般の問題につき、在宅の要援護高齢者やその家族等からの相談に応じ、



在宅の要援護高齢者等の介護等に関するニーズに対応した各種の保健・福祉サービスが総合的に受け

られるように、関係行政機関等との連絡調整等を行う施設。 
老人福祉センター 

無料又は低額な料金で、高齢者の生活や健康などの各種の相談に応ずるとともに、健康の増進、教養

の向上及びレクリエーションのための便宜を総合的に供与することを目的とする施設。 
老人憩の家 

市町村の地域において、高齢者に対し、教養の向上、レクリエーション等のための場を提供し、    

もって高齢者の心身の健康増進を図ることを目的とする施設。 
老人休養ホーム 

高齢者に対し低廉で健全な保健休養のための場を提供し、その心身の健康増進を図ることを目的と 

する施設。 
 

介護保険事業・施設                                
訪問介護事業所 

居宅要介護者について、居宅において介護福祉士等により行われる入浴、排せつ、食事等の介護

その他の日常生活上の世話を行う事業所。 

訪問入浴介護事業所 

居宅要介護者について、その者の居宅を訪問し、浴槽を提供して行われる入浴の介護を行う   

事業所。 

訪問看護事業所 

居宅要介護者（主治医がその治療の必要の程度につき基準に適合していると認めたものに限る。）

について、その者の居宅において看護師等により行われる療養上の世話又は必要な診療の補助を

行う事業所。 

訪問リハビリテーション事業所 

居宅要介護者（主治医がその治療の必要の程度につき基準に適合していると認めたものに限る。）

について、その者の居宅において、その心身の機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助ける

ために行われる理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行う事業所。 

居宅療養管理指導事業所 

居宅要介護者について、病院、診療所又は薬局の医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士、歯科    

衛生士、看護職員により行われる療養上の管理及び指導を行う事業所。 

通所介護事業所 

居宅要介護者について、老人福祉法に規定する老人デイサービスセンター等に通わせ、当該施設

において入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行う事業所  

（利用定員が１９人以上であるものに限り、認知症対応型通所介護事業所に該当するものを除く。）。 

通所リハビリテーション事業所 

居宅要介護者（主治医がその治療の必要の程度につき基準に適合していると認めたものに限る。）

について、介護老人保健施設、病院、診療所等の施設に通わせ、当該施設において、その心身の

機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるために行われる理学療法、作業療法その他必要

なリハビリテーションを行う事業所。 

短期入所生活介護事業所 

居宅要介護者について、老人福祉法に規定する老人短期入所施設に短期間入所させ、当該施設に

おいて入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行う事業所。 

短期入所療養介護事業所 

居宅要介護者について、介護老人保健施設、介護医療院等の施設に短期間入所させ、当該施設に

おいて看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世

話を行う事業所。 

特定施設入居者生活介護事業所 

特定施設（有料老人ホーム等の施設であって、地域密着型特定施設でないもの）に入居している



要介護者について、当該特定施設が提供するサービスの内容、これを担当する者等を定めた計画

に基づき行われる入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話、機能訓練及び療養上

の世話を行う事業所。 

福祉用具貸与事業所 

居宅要介護者について、福祉用具（要介護者等の日常生活上の便宜を図るための用具及び要介護

者等の機能訓練のための用具であって、要介護者等の日常生活の自立を助けるためのもののうち

厚生労働大臣が定めるもの）の貸与を行う事業所。 

特定福祉用具販売事業所 

居宅要介護者について、特定福祉用具（福祉用具のうち入浴又は排せつの用に供するものその他

厚生労働大臣が定めるもの）の販売を行う事業所。 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

居宅要介護者について、定期的な巡回又は随時通報によりその者の居宅を訪問し、入浴、排せつ、

食事等の介護、日常生活上の緊急時の対応その他の安心してその居宅において生活を送ることが

できるようにするための援助を行う事業所。 

夜間対応型訪問介護事業所 

居宅要介護者について、夜間において、定期的な巡回訪問により、又は通報を受け、その者の   

居宅において介護福祉士等により行われる入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の  

世話を行う事業所。 

地域密着型通所介護 

 居宅要介護者について、老人福祉法に規定する老人デイサービスセンター等に通わせ、当該施設

において入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行う事業所（利

用定員が１９人未満であるものに限り、認知症対応型通所介護に該当するものを除く。）。 

認知症対応型通所介護事業所 

居宅要介護者であって、脳血管疾患、アルツハイマー病等により日常生活に支障が生じる程度に

まで記憶機能及びその他の認知機能が低下した状態（以下「認知症」という。）であるものに   

ついて、老人福祉法に規定する老人デイサービスセンター等に通わせ、当該施設において入浴、

排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行う事業所。 

小規模多機能型居宅介護事業所 

居宅要介護者について、その者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、その者の選択

に基づき、その者の居宅において、又はサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、   

当該拠点において、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行う

事業所。 

認知症対応型共同生活介護事業所 

要介護者であって認知症であるもの（その者の認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者を

除く。）について、その共同生活を営むべき住居において、入浴、排せつ、食事等の介護その他

の日常生活上の世話及び機能訓練を行う事業所。 

地域密着型特定施設入居者生活介護事業所 

介護専用型特定施設（有料老人ホームその他介護保険法第８条第１１項の厚生労働省令で定める

施設であって、その入居者が要介護者、その配偶者等に限られるもの）のうち、その入居定員が

２９人以下であるもの（以下この項において「地域密着型特定施設」という。）に入居している

要介護者について、当該地域密着型特定施設が提供するサービスの内容、これを担当する者等を

定めた計画に基づき行われる入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話、機能訓練

及び療養上の世話を行う事業所。 

地域密着型介護老人福祉施設 

老人福祉法に規定する特別養護老人ホーム（入所定員が２９人以下であるものに限る。以下この

項において同じ。）であって、当該特別養護老人ホームに入所する要介護者に対し、当該施設が

提供するサービスの内容、これを担当する者等を定めた計画に基づいて、入浴、排せつ、食事等

の介護その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことを目的と  



する施設。 

複合型サービス事業所（看護小規模多機能型居宅介護事業所） 

居宅要介護者について一体的に提供されることが特に効果的かつ効率的なサービスの組み合わせ

により提供されるサービスとして厚生労働省令で定めるものであり、平成２４年度以降は、訪問  

看護と小規模多機能型居宅介護が一体的に提供される事業所とされている。 

居宅介護支援事業所 

居宅要介護者が指定居宅サービス、指定地域密着型サービス及びその他の居宅において日常生活

を営むために必要な保健医療サービス又は福祉サービスの適切な利用等をすることができるよう、

当該居宅要介護者の依頼を受けて、その心身の状況、その置かれている環境、当該居宅要介護者

及びその家族の希望等を勘案し、利用する指定居宅サービス等の種類及び内容、これを担当する

者を定めた計画（以下「居宅サービス計画」という。）を作成するとともに、当該居宅サービス

計画に基づく指定居宅サービス等の提供が確保されるよう、サービス事業者その他の者との連絡

調整その他の便宜の提供を行い、並びに当該居宅要介護者が介護保険施設等への入所を要する 

場合にあっては、施設への紹介その他の便宜の提供を行う事業所。 

介護老人福祉施設 

老人福祉法に規定する特別養護老人ホーム（入所定員が３０人以上であるものに限る。以下この

項において同じ。）であって、当該特別養護老人ホームに入所する要介護者に対し、施設サー   

ビス計画に基づいて、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康

管理及び療養上の世話を行うことを目的とする施設。 

介護老人保健施設 

要介護者に対し、施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の下における介護及び機能  

訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことを目的とする施設。 

介護療養型医療施設 

療養病床等を有する病院又は診療所であって、当該療養病床等に入院する要介護者に対し、施設

サービス計画に基づいて、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護その他の世話及び

機能訓練その他必要な医療を行うことを目的とする施設。令和６年３月３１日を以て廃止された。 

介護医療院 

 要介護者であって、主として長期にわたり療養が必要である者に対し、施設サービス計画に基づ

いて、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに

日常生活上の世話を行うことを目的とする施設。 

介護予防訪問入浴介護事業所 

要支援者であって、居宅において支援を受けるもの（以下「居宅要支援者」という。）について、

その介護予防を目的として、その者の居宅を訪問し浴槽を提供して行われる入浴の介護を行う事

業所。 

介護予防訪問看護事業所 

居宅要支援者（主治医がその治療の必要の程度につき基準に適合していると認めたものに限る。）

について、その者の居宅において、その介護予防を目的として、看護師等により行われる療養上

の世話又は必要な診療の補助を行う事業所。 

介護予防訪問リハビリテーション事業所 

居宅要支援者（主治医がその治療の必要の程度につき基準に適合していると認めたものに限る。）

について、その者の居宅において、その介護予防を目的として行われる理学療法、作業療法その

他必要なリハビリテーションを行う事業所。 

介護予防居宅療養管理指導事業所 

居宅要支援者について、その介護予防を目的として、病院、診療所又は薬局の医師、歯科医師、

薬剤師、管理栄養士、歯科衛生士、看護職員により行われる療養上の管理及び指導を行う事業所。 

介護予防通所リハビリテーション事業所 

居宅要支援者（主治医がその治療の必要の程度につき基準に適合していると認めたものに限る。）

について、介護老人保健施設、病院、診療所等の施設に通わせ、当該施設において、その介護   



予防を目的として行われる理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行う事業所。 

介護予防短期入所生活介護事業所 

居宅要支援者について、老人福祉法に規定する老人短期入所施設に短期間入所させ、その介護  

予防を目的として、当該施設において入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援  

及び機能訓練を行う事業所。 

介護予防短期入所療養介護事業所 

居宅要支援者について、介護老人保健施設、介護療養型医療施設等の施設に短期間入所させ、  

その介護予防を目的として、当該施設において看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練

その他必要な医療並びに日常生活上の支援を行う事業所。 

介護予防特定施設入居者生活介護事業所 

特定施設（有料老人ホーム等の施設であって、地域密着型特定施設でないもの）に入居している

要支援者について、その介護予防を目的として、当該特定施設が提供するサービスの内容、これ

を担当する者等を定めた計画に基づき行われる入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上

の支援、機能訓練及び療養上の世話を行う事業所。 

介護予防福祉用具貸与事業所 

居宅要支援者について、介護予防に資するものとして厚生労働大臣が定める福祉用具の貸与を 

行う事業所。 

特定介護予防福祉用具販売事業所 

居宅要支援者について、特定介護予防福祉用具（福祉用具のうちその介護予防に資するもので  

あって入浴又は排せつの用に供するものその他の厚生労働大臣が定めるもの）の販売を行う  

事業所。 

介護予防認知症対応型通所介護事業所 

居宅要支援者であって、認知症であるものについて、その介護予防を目的として、老人福祉法に

規定する老人デイサービスセンターに通わせ、当該施設において、入浴、排せつ、食事等の介護

その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行う事業所。 

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所 

居宅要支援者について、その者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、その者の選択

に基づき、その者の居宅において、又はサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、   

当該拠点において、その介護予防を目的として、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活

上の支援及び機能訓練を行う事業所。 

介護予防認知症対応型共同生活介護事業所 

要支援者であって認知症であるものについて、その共同生活を営むべき住居において、その介護

予防を目的として、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行う

事業所。 

介護予防支援事業所（地域包括支援センター） 

居宅要支援者が、指定介護予防サービス、指定地域密着型介護予防サービス等（以下この項に  

おいて「指定介護予防サービス等」という。）の適切な利用等をすることができるよう、地域   

包括支援センターの職員等が、当該居宅要支援者の依頼を受けて、その心身の状況、その置かれ

ている環境、当該居宅要支援者及びその家族の希望等を勘案し、利用する指定介護予防サービス

等の種類及び内容、これを担当する者等を定めた計画（以下「介護予防サービス計画」という。）

を作成するとともに、当該介護予防サービス計画に基づく指定介護予防サービス等の提供が確保

されるよう、指定介護予防サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者その他の者

との連絡調整その他の便宜の提供を行う事業所。 
 
児童福祉施設                                      
助産施設 

保健上必要があるにもかかわらず､経済的理由により、入院助産を受けることができない妊産婦を入所

させて､助産を受けさせる施設。 



乳児院 
乳児（特に必要のある場合は幼児を含む。）を入院させて、これを養育し、あわせて退院した者に   

ついて相談、その他の援助を行う施設。 
母子生活支援施設 

配偶者のいない女子又はこれに準ずる事情にある女子であってその者の監護すべき児童の福祉に  

欠けるところがある場合に、その保護者及びその児童を入所させて､保護するととともに、自立促進の

ためにその生活を支援し、あわせて退所した者について相談その他の援助を行う施設。 
保育所 

保護者の労働又は疾病その他の事由により、保育を必要とする乳児又は幼児を保育することを目的と

する施設。 
認定こども園 

①教育及び保育を一体的に提供する機能（保育を必要とする子どもにも、保育を必要とする子ども  

以外の子どもにも対応）、②地域における子育て支援（子育て相談や親子の集いの場の提供）を行う  

機能を備え、都道府県知事等の認可又は認定を受けた施設。 
児童遊園 

児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、自主性、社会性、創造性を高め、情操を豊かにする

とともに、母親クラブ等の地域組織活動を育成助長する拠点としての機能を有するもの。 
児童館・児童センター 

健全な遊びを通じて、児童の健康を増進し､あわせて、情操を豊かにすることを目的とする施設で、  

以下の種類がある。 
・小型児童館････････････小地域を対象として、児童に健全な遊びを与え、その健康を増進し、情操を

豊かにするとともに、母親クラブ、子ども会等の地域組織活動の育成助長を図る等、児童の健全育成

に関する総合的な機能を有するもの。 
・児童センター･･･････････小型児童館の機能に加えて、運動、遊びを通して体力増進を図ることを目的

とした指導機能を有し、必要に応じて年長児童に対する育成機能を有するもの。 
・大型児童館（Ａ型）･･････児童センターの機能に加えて、都道府県内の小型児童館、児童センター   

及びその他の児童館の指導及び連絡調整等の役割を果たす中枢的機能を有するもの。 
・大型児童館（Ｂ型）･･････豊かな自然環境に恵まれた一定の地域内に設置し、児童が宿泊しながら、

自然を活かした遊びを通して協調性、創造性、忍耐力等を高めることを目的とし、小型児童館の機能

に加えて、自然の中で児童を宿泊させ、野外活動が行える機能を有するもの。 
・大型児童館（Ｃ型）･･････広域を対象として児童に健全な遊びを与え、児童の健康を増進し、又は   

情操を豊かにする等の機能に加えて芸術、体育、科学等の総合的な活動ができるように、劇場、    

ギャラリー、屋内プール、コンピュータプレイルーム、歴史・科学資料展示室、宿泊研修室、児童    

遊園等が適宜附設され、多様な児童のニーズに総合的に対応できる体制にあるもの。 
・その他の児童館････････小型児童館に準ずる児童館。 
児童養護施設 

保護者のない児童（特に必要のある場合は乳児を含む。）､虐待されている児童､その他環境上養護を 

要する児童を入所させて養護し、あわせて退所した者に対する相談その他の自立のための援助を行う

施設。 
福祉型障害児入所施設 

主に知的障害又は自閉症の児童を入所させてこれを保護し、日常生活の指導、独立自活に必要な知識

技能の付与を行う施設。 
医療型障害児入所施設 
主に肢体不自由又は重症心身障害のある児童を入所させてこれらを保護し、日常生活の指導、独

立自活に必要な知識技能の付与及び治療を行う施設。 
福祉型児童発達支援センター 

日常生活における基本的動作の指導、独立自活に必要な知識技能の付与又は集団生活への適応のため

の訓練を行う施設。 



医療型児童発達支援センター 
日常生活における基本的動作の指導、独立自活に必要な知識技能の付与又は集団生活への適応のため

の訓練及び治療を行う施設。 
児童心理治療施設 

軽度の情緒障害を有する児童を、短期間、入所させ、又は保護者の下から通わせて、その情緒障害を

治し、あわせて退所した者について相談その他の援助を行う施設。 
児童自立支援施設 

不良行為をなし又はなすおそれのある児童及び家庭環境その他の環境上の理由により生活指導等を 

要する児童を入所又は通所させ､個々の児童の状況に応じて必要な指導を行い､その自立を支援し、 

あわせて退所した者について相談、その他の援助を行う施設。 
児童家庭支援センター 

地域の児童の福祉に関する各般の問題につき、児童に関する家庭その他からの相談のうち、専門的な

知識及び技術を必要とするものに応じ、必要な助言を行うとともに、市町村の求めに応じ、技術的  

助言その他必要な援助を行うほか、保護を要する児童又はその保護者に対する指導を行い、あわせ

て児童相談所、児童福祉施設等との連絡調整その他の援助を総合的に行う施設。 
 
母子・父子福祉施設                                     
母子・父子福祉センター 

無料又は低額な料金で、母子家庭等に対し各種の相談に応ずるとともに、生活指導及び生業の指導を

行う等母子家庭等の福祉のための便宜を供与する施設。 
 
婦人保護施設等                                     
婦人保護施設 

売春を行うおそれのある女子の保護・更正及び暴力被害女性の保護を目的とする社会復帰のための 

施設。 
婦人相談所 
 売春を行うおそれのある女子の相談、指導、一時保護等の業務に配偶者暴力相談支援センター機能を

加え、DV 被害者の相談・保護・支援や暴力以外にも女性の抱える様々な悩みや問題に対応。 
配偶者暴力相談支援センター 
 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、相談、カウンセリング、一時保護、自立して

生活するための支援、保護命令制度の利用についての情報提供その他の援助を行う。なお、一時保護

については、婦人相談所が自ら行うか、婦人相談所から一定の基準を満たす者に委託して行う。 
 
障害者総合支援法による障害福祉サービス等                        
居宅介護（ホームヘルプ） 

居宅において、入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する

相談及び助言その他の生活全般にわたる援助を行う。 

重度訪問介護 
 重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害により行動上著しい困難を有する障害

者であって常時介護を要する方を対象に、居宅において入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、

洗濯及び掃除等の家事、生活等に関する相談及び助言、その他の生活全般にわたる援助並びに外

出時における移動中の介護を総合的に行うとともに、病院等に入院又は入所している方に対して

意思疎通の支援その他の支援を行う。 
 
同行援護 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害者等を対象に、外出時に同行し、移動時に必要な視

覚的情報の提供（代筆、代読を含む）をするとともに、移動の援護、排泄・食事等の介護その他の外

出する際に必要な援助を行う。 



行動援護 
知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障害者等であって常時介護を要する方を対象

に、行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、外出時における移動中の介護、排せつ

及び食事等の介護その他の当該障害者等が行動する際の必要な援助を行う。 

重度障害者等包括支援 
常時介護を要する障害者等であって、意思疎通を図ることに著しい支障があるもののうち、四肢の麻

痺及び寝たきりの状態にある方並びに知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する方を対

象に、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、生活介護、短期入所、自立訓練、就労移行支

援、就労継続支援、就労定着支援、自立生活援助及び共同生活援助を包括的に提供する。 

短期入所（ショートステイ） 
居宅においてその介護を行うものの疾病、その他の理由により、障害者支援施設等への短期間の入所

を必要とする障害者等を対象に、当該施設に短期間の入所をさせ、入浴、排泄及び食事の介護、その

他の必要な支援を提供する。 

療養介護 
医療を要する障害者であって常時介護を要する方を対象に、主として昼間、病院等で行われる機能  

訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び日常生活上の支援を提供する。 

生活介護 
常時介護を要する方を対象に、主として昼間、障害者支援施設等において、入浴・排泄・食事等の   

介護、調理、洗濯、掃除等の家事、生活等に関する相談・助言、その他必要な日常生活の支援、創作

的活動・生産活動の機会の提供のほか、身体機能や生活上向上のために必要な支援を提供する。 
障害者支援施設（施設入所支援等） 

障害者につき、施設入所支援を行うとともに、施設入所支援以外の施設障害福祉サービスを行う施設。 
自立訓練（機能訓練） 

身体障害者又は難病等対象者を対象に、障害者支援施設もしくは障害福祉サービス事業所において、

又は居宅の訪問において行われる理学療法、作業療法、その他必要なリハビリテ―ション、生活等に

関する相談及び助言、その他必要な支援を提供する。 

自立訓練（生活訓練） 

知的障害又は精神障害を有する障害者を対象に、障害者支援施設もしくは障害福祉サービス事業所に

おいて、又は居宅の訪問において行われる入浴、排泄及び食事等に関する自立した日常生活を営む為

に必要な訓練、生活等に関する相談及び助言、その他の必要な支援を提供する。 

就労移行支援 
生産活動、職場体験、その他の活動の機会の提供、その他の就労に必要な知識及び能力の向上のため

に必要な訓練、求職活動に関する支援、その適性に応じた職場の開拓、就職後における職場への定着

のために必要な相談、その他の必要な支援を行う。 

就労継続支援（Ａ型） 

雇用契約に基づく生産活動、その他の活動機会の提供、その他の就労に必要な知識及び能力の向上の

ために必要な訓練、その他必要な支援の提供を行う。 

就労継続支援（Ｂ型） 

雇用契約に基づかない生産活動、その他の活動機会の提供、その他の就労に必要な知識及び能力の  

向上のために必要な訓練、その他必要な支援の提供を行う。 

就労定着支援 

 就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障害者を対象に、一定の期間にわたり、一般就労先

での就労の継続を図るため、当該就労先の事業主、障害福祉サービス事業を行う者、医療機関、その

他の者との連絡調整や指導・助言等の支援を提供する。 
共同生活援助（グループホーム） 

主として夜間において、共同生活を営むべき住居において行われる相談、入浴、排泄又は食事の介護、

その他の必要な日常生活上の支援を提供する。 

 



自立生活援助 

居宅において単身等で生活する障害者につき、定期的な巡回訪問又は随時通報を受けて行う訪問、相

談対応等により、居宅における自立した日常生活を営む上での各般の問題を把握し、必要な情報の提

供及び助言並びに相談、関係機関との連絡調整等の自立した日常生活を営むために必要な援助を行う。 

移動支援 
障害者等が円滑に外出することができるよう、障害者等の移動を支援する。 

地域活動支援センター 
地域生活支援事業の一つで、市町村が地域の実情に応じて実施する。創作活動又は生産活動の機会の

提供、社会との交流の促進及び相談支援等を行なう地域密着型の施設。 
 
その他の社会福祉施設                               
隣保館 

地域のコミュニティセンターとして、各種相談事業をはじめ社会福祉、保健衛生等に関する事業を  

総合的に行うとともに、国民的課題としての人権･同和問題に対する理解を深めるための活動を行う 

施設。 
無料低額診療施設 

生計困難者に対して、無料又は低額な料金で診療を行う施設｡ 
授産施設（社会福祉法） 

生計困難者に対して就労又は技能の修得のために必要な機会及び便宜を与えて自立助長を図る施設。 
無料低額宿泊所（社会福祉法） 
生計困難者に対して、無料又は低額な料金で宿泊を提供する施設。 

地域福祉センター 
地域における福祉活動の拠点として、地域住民の福祉ニーズに応じた、各種相談、入浴・給食サー   

ビス、社会適応訓練、機能回復訓練、創作的活動、ボランティアの養成及び活動の場の提供、各種   

福祉情報の提供等を総合的に行うとともに、住民参加の下に、地域の実情に応じた各種事業を実施  

する。 
訪問看護ステーション 

都道府県知事（介護保険）及び地方厚生局（医療保険）の指定を受け、訪問看護を専門に行う事業所

のこと。病気やけが等により、家庭において継続して療養を受ける状態にある者に対し、看護師等が

訪問し、家庭において療養上の世話又は必要な診療の補助を行っている。 


